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一．中国最新法令（2019 年 11 月中旬～2019 年 12 月中旬公布分） 

 

１．中央法規 

(1) 外商投資法実施条例1 

国務院 2019年 12月 26日公布2、2020年 1 月 1日施行 

①  背景 

2019 年 3月 15 日に外商投資法3が可決されたことにより、中国における外国投資者の投資

に対する規制が刷新される。外商投資法施行後は、従来の三資企業法4に基づく外商投資法

体系は廃止され5、主に会社法に基づくガバナンスを構築することが必要となる。 

本条例については、2019年 11月 1日に、司法部が「外商投資法実施条例（意見募集稿）」

を公開し、パブリックコメントの募集を経て、12 月 12 日に可決された。本条例は外商投資

法の関連行政法規として外商投資法の各規定をより具体化する内容を含むものであり、全 6

章、49 条で構成されている。 

以下では、本条例における主なポイントを紹介する。 

②  主な内容 

ア 外商投資の基本問題 

本条例は、総則（第一章）において、外商投資法において曖昧に規定されていた事項

を明確に規定した。すなわち、外商投資法の第 2 条第 2 項第 1 号においては、外国投資者

は単独又は「その他の投資者」と共同で中国国内において投資を行うことができ、同法

第 2 条第 2 項第 3 号においては、外国投資者は単独又は「その他の投資者」と共同で中国

国内において新たな建設プロジェクトに投資することができると規定されているが、「そ

の他の投資者」の範囲が不明であった。本条例では、「その他の投資者」に中国の自然人

を含むことを明確化した6。 

イ 投資の促進 

外商投資を積極的に促進するため、以下の事項をより詳細に規定した。 

(a) 各種政策の適用 

政府資金の割当、土地の供給、税金及び諸費用の減免、資格の許可、基準の制定、

プロジェクトの申請、人的資源政策等について、外商投資企業と内資企業を平等に取

り扱う7。 

(b) 法令制定過程における配慮 

外商投資に関する法律、法規、規則、規範性文書の起草にあたっては、外商投資企

業や関連する商会、協会等の意見を聴取し、適宜フィードバックを行う8。 

 
1 「外商投资法实施条例」 

2  本条例には、公布日が 12 月 26 日と記載されているが、実際には 12 月 31 日の夕刻に発表された。 

3 2019 年 3 月 15 日に公布、2020 年 1 月 1 日に施行。 

4 「中外合弁経営企業法」、「外資企業法」及び「中外合作経営企業法」を指す。 

5 外商投資法第 42 条 

6 本条例第 3 条 

7 本条例第 6 条第 1 項 

8 本条例第 7 条第 1 項 
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また、外商投資に関する法令については、未公布のものを行政管理の根拠とするこ

とができず、かつ、企業活動に密接な法令については、実際の状況に符合させるとと

もに、公布から施行までの期間を合理的に定めるものとする9。 

(c) 情報公開 

政府ウェブサイト及び「全国統一オンライン行政サービスプラットフォーム」10を整

備構築し、統一的に外商投資に関する法律、法規、規則、規範性文書、政策措置及び

投資プロジェクト情報等を列挙するとともに、各種のルートを通じて、宣伝や解説を

行う11。 

(d) 外商投資の奨励 

外商投資奨励産業目録12を制定し、外商投資を奨励・誘致する特定の業界、分野、地

域を列挙する13。また、外商投資者がその中国国内の投資収益により中国国内の投資を

拡大することを奨励する14。 

(e) 基準制定への参与等 

外商投資企業は内資企業と平等に基準（国家基準や業界基準）の制定や改定の作業

に参加することができ、また、外商投資企業は、必要に応じて、自ら又は他の企業と

共同で企業基準を制定することができる15。国家の強制的基準は外商投資企業と内資企

業に平等に適用されるものとし、強制的基準より高い技術要求を、もっぱら外商投資

企業を対象として適用してはならない16。 

(f) 政府調達市場への参入 

政府及び関連部門は、外商投資企業の政府調達市場への参入を妨害、制限してはな

らず、政府調達における調達者は、外商投資企業に対して差別待遇をしてはならない17。

また、外商投資企業は、政府調達法18及びその実施条例に基づき、政府調達事項につい

て調達者、調達代理機構に異議申し立てを行うことができる19。 

(g) 外商投資ガイドラインの作成 

今後、関連部門が外商投資ガイドラインを制定・公布すべきであることが明記され20、

更に詳細な指針が打ち出されることが期待される。 

ウ 投資の保護 

外商投資の保護を強化するため、以下の規定を設けた。 

 
9 本条例第 7 条第 2 項 

10 「全国一体化在线政务服务平台」 

11 本条例第 9 条 

12 「鼓励外商投资产业目录」。現在有効なのは 2019 年 6 月 30 日に公布されたものである。 

13 本条例第 11 条 

14 本条例第 12 条第 2 項 

15 本条例第 13 条第 1 項 

16 本条例第 14 条 

17 本条例第 15 条 

18 「政府采购法」 

19 本条例第 16 条 

20 本条例第 20 条 
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(a) 収用にあたっての根拠 

国家が公共の利益のために法律の規定に基づいて、外国投資者の投資に対し収用を

するにあたっては、法的プロセスを経て、差別的でない方式により行い、かつ、市場

価値に従って速やかに補償しなければならない21。 

(b) 知的財産権保護 

知的財産権の侵害への取り締まりを強化するとともに22、行政機関（法令により授権

された公共事務管理の機能を有する組織を含む）が各手段（行政許可、行政調査、行

政処分等）を通じて外国投資者又は外商投資企業に技術譲渡を強制することを禁止す

る23。 

(c) 契約の遵守 

地方各級人民政府及び関係機関は、外国投資者及び外商投資企業と締結した各種の

契約について、行政区画の調整、政府の任期交代、機関又は機能の調整及び関連責任

者の交代等の理由で違約や破棄をしてはならない。国家利益、社会公共利益のため、

約束した政策や契約を変更する必要がある場合には、法定の権限とプロセスを経てこ

れを行うとともに、公平かつ合理的な補償を速やかに行わなければならない24。 

エ 投資の管理 

外商投資管理を規範化するため、以下の規定を設けた。 

(a) 外国投資者による投資制限分野への投資 

外国投資者が、外商投資参入ネガティブリストの規制を受ける分野において投資す

る場合、ネガティブリスト所定の持分、高級管理職等に関する参入制限特別管理措置

を満たさなければならない25。 

関係主管部門は、外国投資者が、ネガティブリストの範囲内の投資において、ネガ

ティブリストの規定に適合しない場合には、許可や、企業の登記・登録等の関係事項

を受理しない。また、ネガティブリストの規定の実施状況について監督検査を強化し、

違反を発見した場合には、外商投資法第 36 条に基づく処理を行う26。 

(b) 外商投資の許認可、届出、登記 

外商投資について、投資プロジェクトの許認可、届出を行う必要がある場合には、

国の規定に従い実施する27。外商投資企業の登記については、国務院市場監督管理部門

あるいはその授権した地方人民政府市場監督部門が法によりこれを行う28。なお、外商

投資企業の登録資本は、人民元をもって表示することも、自由に交換できる貨幣によ

り表示することもできる29。 

 
21 本条例第 21 条第 2 項 

22 本条例第 23 条 

23 本条例第 24 条 

24 本条例第 28 条 

25 本条例第 33 条 

26 本条例第 34 条 

27 本条例第 36 条 

28 本条例第 37 条第 1 項 

29 本条例第 37 条第 2 項 
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オ 附則 

(a) 経過措置 

外商投資法施行後 5年以内においては、従来の三資企業法により設立された外商投資

企業が、その組織形態、組織機構等を会社法、パートナーシップ企業法30に従い調整し

て変更登記を行うことも、元の組織形式や組織機構等を維持することも可能である。

しかし、当該期間内に組織形式、組織機構等を法により調整し、変更登記をしていな

い外商投資企業については、2025年 1月 1日以降、市場監督管理部門は、当該企業の他

の登記事項を受理せず、かつ、当該状況を公示する31。 

なお、組織形式、組織機構等を法により調整した後においても、元の合弁契約・合

作契約において約定した持分譲渡、収益分配、残余財産分配等の方法については、引

き続き約定の通りに取り扱うことができる32。 

(b) 香港、マカオ、台湾、国外に定住する中国国民からの投資 

香港、マカオの投資者及び国外に定住する中国国民の本土への投資については、外

商投資法及び本条例を参照して適用し、台湾の投資者の場合は、台湾同胞投資保護法33

及びその実施細則の規定を適用し、規定のない事項について外商投資法及び本条例を

参照して適用することが確認された34。 

 

(2) 外国地理的表示製品保護弁法（2019 年改正）35 

国家知識産権局 2019年 11月 27 日公布、2019年 11 月 27日施行 

①  背景 

中国は 2001 年 12 月に世界貿易機関（WTO）に加盟してから地理的表示保護制度36を本格

的に導入した。地理的表示は、WTO 加入前は商標法のみで保護されていたのに対し、現在

では商標法のほか地理的表示製品保護規定37や農産物地理的表示管理弁法38といった法律に

よる保護も受けている。 

外国地理的表示製品保護弁法（2019 年改正）（以下「本弁法」という。）は地理的表示製

品保護規定に基づくものであり、同規定の附則第 26条に基づき、2016年 3月 28日から施行

された外国地理的表示製品保護弁法（以下「旧弁法」という。）の改正法となる。 

今回の改正法では計 15条が改正され、2条が追加された。以下では主要なポイントを簡単

に紹介する。 

②  主な内容 

ア 外国地理的表示製品 

外国地理的表示製品とは、品質、社会的評価その他の確立した特性が産地と結びつき、

 
30 「合伙企业法」 

31 本条例第 44 条 

32 本条例第 46 条 

33 「台湾同胞投资保护法」 

34 本条例第 48 条 

35 「国外地理标志产品保护办法」 

36 ここにいう地理的表示とは、ある地域を産地とする商品につき、その特定の品質、信用又はその他の特徴が主

に同地域の自然的要素又は人文的要素によって決定されていることを表す表示をいう（商標法第 16条第 2項）。 

37 「地理标志产品保护规定」 

38 「农产品地理标志管理办法」 
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その地理的な名称で名付けられた製品のうち、中国国外で製造され、又は原産国若しく

は地域において保護登録をされたものをいう39。中国において保護されるのはその中国語

の名称40及びその原文の名称41である。 

イ 申請について 

(a) 申請する主体 

外国地理的表示製品の原産国又は地域の申請者が申請し、原産国又は地域の地理的表

示主管部門の推薦を経て、中国国家知識産権局42に提出する43。申請者は自己の中国国内機

関を中国における保護業務の連絡先として指定することができ、或いは原産国又は地区の

中国駐在の公的代表機構の従業員を中国における保護業務の連絡先として申請し、又は、

代理人を指定することもできる44 

(b) 提出する書類 

以下の中国語の書類を提出することが必要となる45。 

➢ 保護申請書 

➢ 申請者名称と住所、電話番号又は中国における連絡人、住所と電話番号 

➢ 原産国又は地域の地理的表示主管部門が発行した保護を許可する公式証明書原本

と中国語の公証書 

➢ 原産国又は地域の地理的表示主管部門が発行した産地の範囲に関する公式証明書

と中国語の公証書 

➢ 申請する製品の質量技術要求 

➢ 検査報告書 

➢ その他の補助証明の資料 

ウ 技術的な審査と承認 

公告期限が満了し46、異議がない場合、異議があったものの協議が一致した場合、又は

裁定により異議が成立しなかった場合、国家知識産権局は専門家を組織し技術審査が行

われる47。技術審査については、主に会議審査及び必要な産地確認に分かれ、審査に通っ

た場合、中国にて外国地理的表示製品を保護する旨の公告がなされる48。 

エ 保護の取り消し 

原産国又は地域にて保護が取り消された場合、中国国内で通用名称である場合、又は

中国の関連法令の関係規定に著しく違反する場合には、国家知識産権局は保護を取り消

 
39 本弁法第 2 条、地理的表示製品保護規定第 2 条 

40 中国語の名称とは、地理的指示機能を有する名称と、製品の真実な属性を反映する共通名称から構成されてい

るものを指す（本弁法第 5 条第 1 項）。 

41 原文の名称とは、原産国又は地域で地理的表示を取得し登録保護された名称を指す（本弁法第 5 条第 2 項）。 

42  旧弁法では、国家品質監督検査検疫総局（現在の市場監督管理総局という。）に申請すると規定されていた

（旧弁法第 7 条）。 

43 本弁法第 7 条 

44 本弁法第 8 条。「代理人の指定」は、本改正で認められた。 

45 本弁法第 9 条。改正前の規定にあった「原産国又は地域の地理的表示主管部門が発行した推薦文書」（旧弁法

第 9 条第 4 号）は削除された。 

46 公告期限は 60 日である（本弁法第 12 条）。 

47 本弁法第 17 条 

48 本弁法第 18 条、第 20 条 
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すことができる49。 

 

(3) 商品リコール管理暫定規定50 

国家市場監督管理総局 2019年 11月 21 日公布、2020年 1月 1 日施行 

①  背景 

2019 年 2 月に意見募集稿が公布された後、約 10 ヶ月間の議論を経て、商品リコール管理

暫定規定（以下「本規定」という。）が公布された。 

本条例では、商品リコール制度に関する調整及び修正が多く加えられ、消費者保護が強

化された。また、本規定は、既存の「欠陥商品リコール管理弁法」（以下「リコール弁法」

という。）51と比べて、消費者を幅広く保護し、今まで規制されてこなかったジャンルの商

品を規制対象として、厳しく管理するものとなった。 

以下では、本規定の主な内容を紹介する。 

 ② 主な内容 

ア 商品の意義 

本規定における商品とは、消費者が生活上の消費需要のために購入し、使用する製品

をいう52。 

本規定が公布される以前、リコール弁法ではリコール管理を実施する商品の目録が設

けられていた。ただ、そこでは電化製品及び児童用品の二種類に限られており、目録に

記載されていないその他の商品についてリコールが必要な場合は、参照して実施するこ

とができるとされていたに過ぎない。 

しかし、リコール弁法が公布された後の実務状況からすると、実際にリコールされた

商品は当該目録に含まれていないものが多数を占めていたことに鑑み、本規定では、こ

れを統一的に、中国国内における欠陥商品のリコール及びその監督管理について本規定

を適用することとしている53。もっとも、法律、行政法規及び部門規則が商品の監督管理

部門もしくはリコールのプロセスについて別途定めがある場合、その規定に従うとなっ

ている。ここにいう規定としては、自動車、食品及び薬品等に関するものが想定されて

いる54。 

イ 生産者及びその他の経営者55の報告義務の強化 

本規定では、生産者及びその他の経営者の報告義務を明確にし、かつ強化した。 

具体的には、①生産経営されている商品が死亡、深刻な人身傷害、重大な財産損失を

もたらした場合もしくはその恐れがある場合、②生産経営されている商品が中国国外に

おいてリコールが実施された場合のいずれかに該当する場合、生産者及びその他経営者

 
49 本弁法第 33 条。本改正により、いかなる者も取消請求を申し立てることができることが追加された。また、

それに合わせて、取消請求が認められない場合（第 34 条）、取消請求の審査決定の手続（第 35 条）の条文が置

かれた。 

50「消费品召回管理暂行规定」 

51「缺陷消费品召回管理办法」（2016 年 1 月 1 日施行） 

52 本規定第 3 条第 1 項。なお「商品」は原文では「消费品」という。 

53 本規定第 2 条 

54「欠陥自動車リコール管理条例（缺陷汽车产品召回管理条例）」、「食品リコール管理弁法（食品召回管理办法）」

及び「薬品リコール管理弁法（药品召回管理办法）」など。 

55 商品の販売、賃貸及び修理等に従事する者を指す（本法第 7 条第 1 項）。 
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は当該事由を発見してから 2 営業日以内に所在地の省級市場監督管理部門に報告しなけれ

ばならない56。これに違反すると、省級市場監督管理部門により是正を命じられ、1 万元

以上 3 万元以下の過料に処される可能性がある57。 

ウ リコール計画の明確化 

リコール弁法においては、生産者がリコールを実施する場合、品質検査総局の規定に

従いリコール計画を制定及び実施しなければならないと規定されているが、具体的な内

容を要求されていなかった58。 

この点、本規定は、リコール計画には以下のすべての内容を記載することを要求した59。 

➢ リコールの必要がある商品の範囲、存在する欠陥及び損害発生回避のための緊急

対応方法 

➢ 具体的なリコール措置 

➢ リコールに対し責任を負う機関、連絡先及びスケジュール 

➢ その他報告すべき内容 

エ リコール計画の公表 

生産者はリコール計画を報告してから 3 営業日以内に、公衆の周知に適切な方法によっ

てリコール情報を公表し、公衆からの問い合わせを受け付けなければならないこととさ

れている60 61。 

その他の経営者については、その店頭、ウェブサイト等の営業場所において、生産者

が報告したリコール情報を公表するものとなっている62。 

オ 輸入品に関するリコール主体の明確化 

輸入品に関するリコールが実施された場合、輸入品の生産者が中国国内の企業ではな

いことから、リコールがその他の中国国内にて責任を負うことが可能な主体により行わ

れることとなるのは合理的なものといえる。 

この点、リコール弁法においては、中国国外から中国国内に商品を輸入して販売する

企業又は国外企業が中国国内に設立する授権機関を生産者と見なすこととしている63。し

かし、輸入品に関するリコール実務からすると、中国国内の多数の企業が同時に輸入し

たり、国外企業が中国国内に設立する授権機関がなかったりと、唯一のリコール主体を

確定しがたいことも珍しくない。 

このような状況を踏まえ、本規定は次の通り、リコール主体の確定順序を明確にした64。 

➢ 輸入品の国外生産者が指定する機関が中国国内においてリコールを実施する 

 
56 本規定第 8 条第 1 項 

57 本規定第 25 条 

58 リコール弁法第 19条第 2項には、生産者がリコール計画を制定する場合は、内容が全面的で客観的で正確でな

ければならず、かつその内容の真実性、正確性及びリコール措置の有効性について責任を負わなければならな

い、とのみ規定されている。 

59 本規定第 18 条 

60 本規定第 19 条第 2 項 

61 リコール弁法が 5 営業日以内に公表することを要求しているのに比べ（第 21 条第 1 項）、厳しい要件となって

いる。 

62 本規定第 19 条第 2 項 

63 リコール弁法第 3 条第 4 項 

64 本規定第 29 条 
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➢ 国外生産者が指定していない場合、商品の輸入企業がリコールを実施する 

 

（劉新亜・中国法顧問）
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二．連載 中国法実務のイロハ 

第二弾：労務管理のイロハ（第 3 回／全 6 回） 

第 1回 2019年 10月号 労働契約と就業規則 

第 2回 2019年 11月号 労働時間と休日 

第 3 回 2019 年 12 月号 派遣その他特殊な雇用形態 

第 4回 2020年 1 月号 労務管理の諸問題 

第 5回 2020年 2 月号 労働契約の終了 

第 6回 2020年 3 月号 労働紛争への対応 

 

第 3 回 派遣その他特殊な雇用形態 

 

Q2.3.1 中国の雇用形態にはどのような種類のものがありますか。 

 

中国の雇用制度に関しては、労働法65、労働契約法66、労働契約法実施条例67、非全日制雇用

若干問題に関する労働と社会保障部の意見68、労務派遣暫定規定69等の全国レベルの法律法規・

部門規則及び地方レベルの各地方法規等に基づき、主に①全日制雇用、②非全日制雇用及び③

労務派遣という 3 つの典型的な雇用形態が存在します。また、関連法令において雇用形態として

定められていないものの、実務上、定年後の再雇用、労務アウトソーシング及び実習生という

非典型的な雇用形態も存在しています。更に、近年、インターネットプラスの政策の推進に伴

い、インターネットを通じた新しい雇用形態（アプリによる出前配送、アプリによる配車、ネ

ット番組に伴う雇用形態）も生じていますが、これら新しい雇用形態の認定及び法令適用等に

ついて、法令及び実務上、いずれも明確とはいえず、今後の立法や実務運用等に注目する必要

があります。 

典型的雇用形態と非典型的な雇用形態のポイント及び異同点等の概要は、次の通り整理でき

ます。 

雇用形態 契約類型 労使関係 勤務時間 
社会保険の

納付 

契約の解除と経済

補償金 
補足説明 

全日制雇

用70 

書面によ

る労働契

約 

典型的な労

働雇用関係

（ 正 規 雇

用） 

法定の標

準労働時

間制又は

特殊労働

時間制 

法定の種類と

基準に従って

納付する 

法定の労働契約の

解除事由に該当す

る場合のみ、法定

基準の経済補償金

の支給を含め、法

定の解除手続に従

って労働契約を解

最も典型的な雇用

形態であり、労働

者は 1つの使用者と

の労働関係に基づ

き、使用者の労働

管理や支配を受け

る。 

 
65 「劳动法」 

66 「劳动合同法」 

67 「劳动合同法实施条例」 

68 「劳动和社会保障部关于非全日制用工若干问题的意见」 

69 「劳务派遣暂行规定」 

70 全日制雇用の詳細については、本連載の 2019 年 10 月号と 11 月号をご参照ください。 
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除 す る 必 要 が あ

る。 

非全日制

雇用 

労働契約

（書面又

は口頭） 

労働雇用関

係（非正規

雇用） 

1 日 4 時

間、週に

24 時間を

超えない
71 

使用者は、労

働者のための

労災保険を加

入する必要が

ある72 

い ず れ の 当 事 者

も、随時に相手方

に通知して雇用を

終了することがで

きる。また、経済

補償金の支払いは

不要73。 

フレキシブルな雇

用形態である。労

働者は使用者の指

揮管理を受けるも

のの、複数の使用

者と同時に労働契

約を締結すること

ができる74。 

労務派遣 

派遣労働

者と派遣

元（労務

派 遣 会

社）との

間で労働

契約、及

び派遣元

と派遣先

（ 使 用

者）との

間で労務

派遣契約 

派遣労働者

と派遣元と

の間は正規

雇用、派遣

元と派遣先

との間は労

務 委 託 関

係、派遣労

働者と派遣

先との間は

指揮管理関

係 

労務派遣

契約に従

う 

労務派遣契約

に従う。派遣

元より納付す

るが、労務派

遣契約に基づ

いて最終的に

派遣先の負担

とするのが通

常。 

法定事由75に該当す

る場合のみ、派遣

先は派遣労働者を

派遣元に戻すこと

ができる。派遣元

も、法定の解除条

件76が満たされた場

合のみ、派遣労働

者との労働契約を

解除することがで

き、この場合、派

遣労働者の経済補

償金は派遣元より

支給する77が、労務

派遣契約に基づい

て派遣先が負担す

る の が 通 常 で あ

る。 

労務派遣について

は、制度上利用可

能な場面の規制が

強 化 さ れ た も の

の、その利便性か

ら、依然として多

くの企業が労務派

遣 を 利 用 し て お

り、国有企業や外

資系企業において

その利用が多くみ

られる。 

定年後の

再雇用 

労務サー

ビス契約
78 （ 民 事

契約） 

当事者間に

は所属関係

なし、独立

民事主体間

の労務サー

労務サー

ビス契約

に従う 

契約上特段の

約定がない限

り、使用者は

納付する必要

がない。 

契約法79に定める一

般的な契約解除条

件80に従う。再雇用

を終了する（契約

解 除 の ） 場 合 に

定年後の従業員を

再雇用する場合、

使用者と再雇用の

従業員との間は労

働関係ではなく、

 
71 労働契約法第 68 条 

72 非全日制雇用若干問題に関する労働と社会保障部の意見第 12 条 

73 労働契約法第 71 条 

74 労働契約法第 69 条、但し、後に締結した労働契約は、先に締結した労働契約の履行に影響を及ぼしてはなり

ません。 

75 労務派遣暫定規定第 12 条等 

76 労務派遣暫定規定第 15 条等 

77 労務派遣暫定規定第 17 条 

78 再雇用契約（返聘协议）とも呼ばれています。 

79 「合同法」 

80 契約法第 93 条、第 94 条等 

http://www.tmi.gr.jp/
http://www.tmi.gr.jp/
http://www.tmi.gr.jp/


TMI Associates 
International Legal Services 

http://www.tmi.gr.jp/      

                                                     

 

12 

Copyright © 2019 TMI Associates 

All rights reserved 

 

ビス提供関

係 

は、使用者は経済

補償金を支払う必

要がない。 

労務関係とされる
81。 

労務アウ

トソーシ

ング 

使用者と

アウトソ

ーシング

業者との

アウトソ

ーシング

契約（請

負契約） 

アウトソー

シング業者

（受託者）

が、その従

業員（アウ

トソーシン

グ労働者）

を通じて使

用者（委託

者）の人事

労 務 の 一

部・全部の

業務を遂行

する請負関

係。 

アウトソ

ーシング

契約に従

う 

アウトソーシ

ング業者が納

付する 

使用者とアウトソ

ーシング労働者と

の間には直接の法

的関係が存在しな

いため、契約解除

及び経済補償金の

支払いの問題が生

じない。 

アウトソーシング

労働者はアウトソ

ー シ ン グ 委 託 者

（使用者）の場所

で作業を行うもの

の、アウトソーシ

ン グ 業 者 （ 受 託

者）の指示・管理

下において業務を

遂 行 す る に 止 ま

り、原則としてア

ウトソーシング委

託者からの指揮管

理権に服さない。 

実習生 

実習契約

協議又は

労働契約 

在学中の実

習生の場合

は教育管理

関係、卒業

前の実習期

間中の実習

生の場合は

労働関係。 

在学中の

実習生の

場合は実

習契約に

従う。卒

業前の実

習期間中

の実習生

の場合は

労働法令

に従う。 

在学中の実習

生の場合は納

付不要、卒業

前の実習期間

中の実習生の

場合は基本的

に納付が必

要。 

在学中の実習生の

場合契約法に定め

る一般的な契約解

除条件に従う。使

用者は経済補償金

を支払う必要がな

い。 

卒業前の実習期間

中の実習生の場合

は労働契約の解除

と経済補償金の支

給は通常の労働者

と同じである。 

在校生の教育の一

環としての実習の

場合、労働関係に

該当しないが、卒

業前の就職のため

の 実 習 は 、 仮 に

「実習」という名

目で契約しても、

労働関係の成立と

みなされる恐れが

ある。 

 

Q2.3.2 労務派遣はどのような制度ですか。 

 

 労務派遣とは、派遣元（労務派遣会社）が派遣労働者と労働契約を締結したうえ、派遣先

（使用者）との労務派遣契約に基づき、派遣労働者を派遣先の事業所へ派遣して、かつ派遣先

担当者の指揮命令のもとで労務を提供し、派遣元が派遣労働者に報酬を支払う雇用形態82です。 

中国における労務派遣は、日本における状況とは異なり、使用者が適格と思われる人材を先

に選定したうえ、労務派遣会社に当該人材と労働契約を締結させ、派遣してもらうケースが多

いといえます。直接雇用の場合と比べて、容易にリストラを行うことができ、終身雇用を回避

 
81 労働紛争事件を審理する際の法律適用に係る若干の問題に関する最高人民法院の解釈(3)（最高人民法院关于审

理劳动争议案件适用法律若干问题的解释（三））第 7 条 

82 労働契約法第 58 条 
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できる等のメリットがあるといわれていますが、法律上の労務派遣会社と使用者との連帯責任83

に加え、労務派遣契約において、労務派遣会社側からの経済的補償金の負担要求、派遣打切り

の条件の厳格化等、労務派遣会社がその使用者としての義務の殆どを、派遣労働者を受け入れ

る企業に転嫁しているのが実情です。 

なお、中国における外国企業の駐在員事務所は、労働者を直接雇用することが法律上認めら

れないため、従業員を雇い入れる場合には、労務派遣会社を通じて派遣労働者を受け入れるほ

かありません。他方、直接雇用が認められている多くの外商投資企業においても、従来は、労

務管理の手間が省ける等の理由で派遣労働者を受け入れており、特に、小規模の外商投資企業

にとっては、派遣労働者を受け入れることによって、社会保険や人事労務等の管理業務を担当

する労働者を採用する必要がなくなり、又は採用を減らすことができるため、会社内部管理又

はコストの面でのメリットがあるとされてきました。ただ、Q2.3.4で後述するように、2014年の

労務派遣暫定規定の制定により、全従業員の 10％という総量規制が実施されているため、その

点にはご留意が必要です。 

 通常の場合であれば、下記のような内容を含む労働法律関係を労務派遣と評価することがで

きます。 

① 派遣元と派遣労働者との間には労働契約が存在する。 

② 派遣元と派遣先との間には労務派遣契約が存在する。 

③ 派遣先と派遣労働者との間には何ら法律関係がない。 

④ 上記①②③を前提にした上で、派遣労働者が派遣先のもとで就労して、派遣先は派遣労働

者に対して直接指揮命令権を行使する。 

 

Q2.3.3 派遣労働者を使用する場合、どのような手続を行う必要がありますか。 

 

前述 Q2.3.2 のとおり、中国での労務派遣は、通常、使用者が先に適格の人材を選定してから

労務派遣会社より選定された人材を派遣してもらうことになり、その一般的な流れは、主に以

下のとおりです。 

① 使用者は、資質（労務派遣経営許可証84）の有無の確認を経て、労務派遣会社を選定し、

交渉を経て労務派遣会社と労務派遣契約を締結する。 

② 使用者は派遣労働者の募集及び採用審査等を経て、派遣労働者を選定する。 

③ 労務派遣会社は上記の②の手続を経て選定された派遣労働者との間で労務派遣労働契約を

締結する。 

④ 派遣労働者を使用者に派遣する。 

 

Q2.3.4 派遣労働者を使用する場合、どのような制限を受けますか。 

 

派遣労働者を使用する場合に、その範囲と比率に対する制限は主として以下のとおりです。 

 
83 労働契約法第 92 条 

84 労務派遣暫定規定第 11 条 
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① 労務派遣は、臨時的、補助的又は代替的なポストにおいてのみ実施できます85。 

➢ 「臨時的」とは、派遣労働者を受け入れるポストの存続期間が半年を超えないことを指

す。 

➢ 「補助的」とは、使用者の主な業務ポストに対してサービスを提供することを指す。ま

た、当該補助的ポストを確定するために、使用者において、（ⅰ）従業員代表大会又は全

職員での討論を経て案と意見を提出、（ⅱ）使用者と労働組合又は従業員代表との平等な

協議、（ⅲ）使用者社内における公示との社内における民主的な手続が必要である。 

➢ 「代替的」とは、既存の従業員が研修又は休暇等の理由で勤務できなくなった場合に、

その代替として一時的に勤務することを指す。 

② 使用者が使用する派遣労働者の数は、使用者における従業員総数の 10%を超えてはなりま

せん86。 

 

Q2.3.5 労務派遣契約と労務派遣労働契約にはどのような内容を記載すればよいでしょうか。 

 

① 使用者と労務派遣会社との労務派遣契約において、通常、以下の事項を明記する必要があ

ります87。また、実務上、労務派遣会社から提供される約款を使用するのが一般的です。 

➢ 派遣される業務ポストの名称及び性質 

➢ 勤務場所 

➢ 派遣労働者の人数及び派遣期間 

➢ 同一労働同一報酬の原則に従い確定した労働報酬の金額及び支払方式 

➢ 社会保険料の金額及び支払方式 

➢ 勤務時間及び休憩休暇事項 

➢ 被派遣労働者の労災、出産及び病気期間の関連待遇 

➢ 労働安全衛生及び研修事項 

➢ 経済補償等の費用 

➢ 労務派遣契約の有効期間 

➢ 労働派遣サービス料の支払方法及び基準 

➢ 違約責任 

➢ 法律、行政法規、部門規則が労務派遣契約に含めるべきと規定するその他の事項 

② 労務派遣会社と派遣労働者との労務派遣労働契約について、通常の労働契約の条項88のほ

か、更に以下の事項を記載する必要があります89。また、労務派遣労働契約に定める雇用

条件（派遣先、勤務場所、雇用期間及び賃金等）は、基本的に上記の労務派遣契約に定め

る派遣条件と同じです。 

➢ 派遣先、派遣期間及び業務ポスト等 

➢ 労働契約の有効期間は 2年以上であること 

 
85 労務派遣暫定規定第 3 条 

86 労務派遣暫定規定第 4 条 

87 労務派遣暫定規定第 7 条 

88 労働契約法第 17 条 

89 労働契約法第 58 条 
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➢ 労務派遣会社は月ごとに労働報酬を支払うこと 

➢ 被派遣労働者が業務のない期間にある場合には、労務派遣会社は、所在地の人民政府

所定の最低賃金標準に従い、派遣労働者に対し月ごとに報酬を支払うこと 

 

Q2.3.6 使用者と労務派遣会社は、それぞれ派遣労働者に対してどのような義務を負います

か。 

 

① 使用者（派遣先）は、派遣労働者に対して、主に以下の義務を負います90。 

➢ 国の労働基準を実行し、相応の労働条件及び労働保護を提供する。 

➢ 派遣労働者の業務上の要求及び労働報酬を知らせる。 

➢ 時間外労働手当、業績報奨金を支払い、業務ポストに関連する福利待遇を提供する。 

➢ 職位にある派遣労働者に対して業務ポストで必要とされる研修を行う。 

➢ 派遣労働者を連続して使用する場合には、正常な賃金調整メカニズムを実行する。 

➢ 同一労働同一賃金の原則に従い、派遣労働者に対し、当該単位の同類ポストの労働者

と同一の労働報酬分配規則を実施する。 

➢ 派遣労働者を差別してはならない。 

➢ 派遣労働者を他の使用者に再派遣してはならない。 

② 労務派遣会社（派遣元）は、派遣労働者に対して、主に以下の義務を負います91。 

➢ 使用者としての告知義務92の履行、派遣労働者が遵守すべき規則制度及び労務派遣契

約の内容を告知する。 

➢ 派遣労働者に対して業務ポストに関する知識及び安全や教育に関する訓練を実施する。 

➢ 派遣労働者の報酬及び法定・約定の待遇を支給する。 

➢ 派遣労働者のために社会保険の加入及び保険料の納付を行う。 

➢ 派遣先による法定の労働保護と労働安全衛生条件の提供を促す。 

➢ 派遣労働者と労働契約が解除又は終了になった場合、関係する証明書を発行する。 

➢ 派遣労働者と派遣先との間で労働紛争が生じた場合、紛争処理に協力する。 

➢ 法令に定めるその他の事項。 

 

Q2.3.7 派遣労働者を派遣元に戻したいですが、どうすればよいでしょうか。 

 

以下のいずれかの事由に該当する場合、派遣労働者を労務派遣会社に戻すことができますが93、

いずれの事由にも該当しないにもかからず、一方的に派遣労働者を戻す場合、労務派遣会社か

ら労働派遣契約の違約責任を追及されるほか、労働行政部門から期間を定めた是正命令、当該

期間内に是正しなかった場合における対象とされる派遣労働者の 1 名で最大 1 万人民元の過料、

及び派遣労働者への損害賠償責任という法的責任を負うため、ご留意が必要です94。 

 
90 労働契約法第 62 条、労務派遣暫定規定第 7 条 

91 労働契約法第 60 条、労務派遣暫定規定第 8 条 

92 労働契約法第 8 条 

93 労務派遣暫定規定第 12 条 

94 労務派遣暫定規定第 24 条、労働契約法第 92 条第 2 項 
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① 派遣労働者に法定の解雇事由が生じた場合95 

② 使用者（派遣先）の30日前の書面通知又は１か月分の給与の支払を条件とする予告解雇の

事由が生じた場合96 

③ 使用者（派遣先）には整理解雇の事由が生じた場合97 

④ 使用者（派遣先）が法により破産を宣告され、営業許可証を取り上げられ、閉鎖を命じら

れ、抹消され、又は繰上解散することもしくは経営期間が満了し経営を継続しないことを

決定した場合 

⑤ 労務派遣契約が期間満了により終了した場合 

また、派遣労働者に法定の解雇禁止の事由98がある場合、上記①～⑤のいずれかの事由に該当

したとしても、派遣期間満了又は上記の解雇禁止の事由がなくなるまでのいずれか遅く到来す

る日まで、使用者（派遣先）は派遣労働者を労務派遣会社に戻してはなりません99。 

 

Q2.3.8 労務アウトソーシングと労務派遣とはどのような区別がありますか。 

 

前述 Q2.3.1 のとおり、労務アウトソーシングとは、使用者が自分の人事・労務の業務の一部

又は全部（通常、重要業務に該当しないもの）をアウトソーシング業者に委託し、アウトソー

シング業者とのアウトソーシング契約（請負契約）に基づいて対価を支払う労務請負行為です。

労務アウトソーシングと労務派遣を比較すると、使用者が派遣労働者及びアウトソーシング労

働者との間で労働契約を締結しない点において一致していますが、両者の区別について、主に

以下のとおりです。 

① 適用法令が異なる。労務派遣は労働契約法及び労務派遣に関する法令を適用するが、労務

アウトソーシングに適用される特別法が存在しておらず、アウトソーシング労働者の勤務

条件等は、基本的にアウトソーシング契約の定めに従い、労務派遣ほどの法的規制を受け

ることがない。 

② 実際の管理システムが異なる。労務派遣において、派遣労働者は使用者（派遣先）の労働

管理規則等を遵守し、使用者（派遣先）の指揮管理下において勤務する必要がある。これ

に対して、労務アウトソーシング場合、アウトソーシング労働者はアウトソーシング業者

の従業員として、アウトソーシング業者の指示に従って使用者の事業所で作業を行うのみ

であり、アウトソーシング契約において別段の定めがない限り、使用者の指揮管理を受け

ることがない。 

③ 業務ポストが異なる。前述 Q2.3.4 のとおり、労務派遣の場合、派遣労働者は臨時的、補助

的又は代替的な業務ポストしか務めることができず、また全従業員の 10％の総量規制も実

施されている。他方、労務アウトソーシングの場合、法令上明確な規定はないため、労務

アウトソーシング労働者の業務内容、ポスト及び人数については、基本的にアウトソーシ

ング契約により任意に定めることが可能である。 

 
95 労働契約法第 39 条、第 65 条第 2 項 

96 労働契約法第 40 条、第 65 条第 2 項、労務派遣暫定規定第 12 条 

97 労働契約法第 41 条 

98 労働契約法第 42 条 

99 労務派遣暫定規定第 13 条 
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Q2.3.9 非全日制雇用の場合におけるメリットと注意事項は何でしょうか。 

 

 非全日制雇用は、時間による報酬計算を主とし、労働者の同一の使用者における通常の平均

の 1日の労働時間が 4時間を超えず、1週間の労働時間の累計が 24時間を超えない雇用形態100で

す。近年、特に飲食店、スーパーマーケット等の分野において、非全日制雇用の雇用形態が多

く採用されています。 

非全日制雇用はフレキシブルな雇用形態として、以下のようなメリットが期待されます。 

（1） 労務コストを削減することができる。全日制雇用の労働者より低い報酬の支給、及び

フレキシブルな労働形態によりデスクスペースの節約等を通じて、労務コストの削減

を実現できる。 

（2） 複数の使用者と労働契約を締結することができることを含め、非全日制雇用の労働者

自らが自分のペースで就業できる状況を作り出すことができるため、モチベーション

と生産性の向上が期待される。 

（3） 口頭で労働契約を締結することもできるため、事務的なコストと時間を節約できる。 

（4） 使用者と非全日制雇用の労働者はいずれも随時に労働契約を解除することができ、雇

用終了につき、使用者は労働者に対し経済補償を支払う必要がない101。 

 他方、非全日制雇用の労働者を使用する場合、主な注意事項は以下のとおりです。 

（1） 労働契約において試用期間を約定してはならない102。 

（2） 非全日制雇用の労働者の報酬は使用者の所在地の人民政府が定める最低時給基準を下

回ってはならない103。 

（3） 非全日制雇用の労働者の報酬の決済支払周期は、最長 15日を超えてはならない104。 

（4） 使用者は非全日制雇用の労働者のために労災保険料を納付する必要がある105。 

（5） 使用者は非全日制雇用の労働者を雇用した後、全日制雇用の労働者の場合と同じく労

働行政部門における採用届出を行う必要がある106。 

 

Q2.3.10 実習生を受け入れたいですが、どうすればよいでしょうか。 

  

 前述 Q2.3.1 のとおり、実習生は在学中の実習生と卒業前の実習期間中の実習生との二種類に

分けられており、実務上、在学中の実習の場合には、勉強の目的で実習を受け入れた単位で社

会実践に参加し、労働報酬を取得することを目的としないため107、実習を受け入れた単位との

 
100 労働契約法第 68 条 

101 労働契約法第 71 条 

102 労働契約法第 70 条、非全日制雇用若干問題に関する労働と社会保障部の意見第 3 条 

103 労働契約法第 72 条第 1 項、非全日制雇用若干問題に関する労働と社会保障部の意見第 7 条 

104 労働契約法第 72 条第 2 項 

105 非全日制雇用若干問題に関する労働と社会保障部の意見第 12 条 

106 非全日制雇用若干問題に関する労働と社会保障部の意見第 5 条 

107 なお、純粋に無償で研修をするという形の実習もあれば、低額の補助が支払われる例もあります。 
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間で労働関係が生じておらず、労働契約を締結する必要もありません108。他方、卒業前の実習の

場合には、卒業前の実習期間中の実習生は実習を受け入れた単位での実習を通じて就職の機会

を獲得する目的であるため、実習を受け入れた単位は当該事情を知りながら当該実習生との間

で労働契約を締結し、業務ポストや報酬も明確にした場合、実習を受け入れた単位と当該実習

生との間の労働関係が成立するとされた裁判例もあります109。 

したがって、使用者としては、実習生を受け入れる場合、事前にその目的が在学中の勉強で

あるか、それとも卒業前の就活であるかを確認し、前者である場合は実習契約（労働報酬を支

払わないこと等を明記）、後者の場合は労働契約とそれぞれ締結する必要があるといえます。 

  

（外国法事務弁護士 田暁争）

 
108  「労働法」の徹底・執行に係る若干の問題に関する意見（关于贯彻执行「中华人民共和国劳动法」若干问题

的意见）第 12 条 

109最高人民法院公報 2010 年第 6 期（最高人民法院公报 2010 年第 6 期）に掲載されている、ある裁判例をご参照

ください。http://gongbao.court.gov.cn/Details/c66ff5b19208390bcfa3757da764d8.html 
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三．中国法務の現場より 

 

１．北京における文化娯楽分野への外商投資に関するインセンティブ政策 

12月 5日付経済日報の報道によれば、国務院は、北京市の関連行政法規と部門規章の実施を

一時的に調整する稟議について、同意したとのことである110。この回答によれば、2022年 1月

30 日までの間、北京市における一部の行政法規と国務院に認可された部門規章の規定の実施

が一時的に調整されることになる。 

ここで一時的に調整される行政法規と部門規章は、「旅行社条例」111、「外商投資電信企業管

理規定」112、「認証認可条例」113、「民営非企業単位登記管理暫定条例」114、「娯楽施設管理条

例」115、「営利性演出管理条例」116の 6 法令及び「外商投資参入特別管理措置（ネガティブリ

スト）2019 版」117の関連規定を指す。 

具体的な調整内容については、以下のとおりである。 

No. 関連法令内容 実施調整状況 

1 「旅行社条例」 

第 23 条 

「外商投資旅行社は、中国大陸の住民に係る出国

旅行業務及び香港特別行政区、マカオ特別行政区

及び台湾地区への旅行業務を経営してはならな

い。但し、国務院の決定又は我が国が締結された

自由貿易協定と CEPA118に別途規定がある場合を

除く。」 

中外合弁旅行社の出国旅行業務

を拡大する措置によって、北京

に設立された関連条件を満たす

中外合弁旅行社に対して、台湾

以外の出国旅行業務に従事する

ことを認める。 

北京に設立された外商独資旅行

社の中国国民向けの出国旅行業

務（台湾地区行きを除く）の経

営を認める。 

2 

 

「外商投資電信企業管理規定」 

第 2 条 外商投資電信企業とは、外国投資者と中

国投資者が、共同で投資し、中華人民共和国内で

法律に従い、中外合弁経営という形式で設立す

る、電信業務を経営する企業を指す。 

第 6 条第 2 項 付加価値電信業務（基礎電信業務

の中のワイヤレスコール業務を含む）を経営する

外商投資電信企業の外国投資者の出資比率は、

50％を超えてはならない。 

北京市のサービス業開放を拡大

する総合試験示範区域におい

て、インターネット接続サービ

ス業務（ユーザーに対してイン

ターネット接続サービスを提供

するものに限る）などの付加価

値電信業務における外資出資比

率の制限を取り消す。 

 
110 http://baijiahao.baidu.com/s?id=1652042476350810901&wfr=spider&for=pc 
111 「旅行社条例」 

112 「外商投资电信企业管理规定」 

113 「中华人民共和国认证认可条例」 

114 「民办非企业单位登记管理暂行条例」 

115 「娱乐场所管理条例」 

116 「营业性演出管理条例」 

117 「外商投资准入特别管理措施（负面清单）（2019 年版）」 

118 「内地与香港关于建立更紧密经贸关系的安排」、「内地与澳门关于建立更紧密经贸关系的安排」 
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「外商投資参入特別管理措置（ネガティブリス

ト）（2019 年版）」 

20 電信会社：中国が WTO に加入した際に、開

放と承諾した電信業務、付加価値電信業務に限

り、その外商投資比率は 50％（電子商取引、国内

マルチ通信、データ保全・転送類業務、コールセ

ンターを除く。）を超えてはならない。 

 

3 「中華人民共和国認証認可条例」 

第 11 条第 1 項 

外商投資企業が認証機関の資格を取得する場合、

本条例第 10条に定められた条件を満たすことのほ

か、以下の条件も満たさなければならない。 

・ 外国投資者が、その国又は地区で認可機関の

認可を取得していること。 

・ 外国投資者が 3 年以上の認証活動業務に従事

していること。 

外商投資企業が認証機関資格を

取得する場合、外国投資者がそ

の国又は地区で認可機関の認可

を取得していること、及び 3 年

以上の認証活動従事要件を取り

消す。 

4 「民営非企業単位登記管理暫定条例」 

第 2条 

本条例にいう民営非企業単位とは、企業、事業単

位、社会団体とその他社会及び公民個人が国有資

産以外の資産を利用し、設立された非営利性社会

サービス活動に従事する社会組織を指す。 

外資による非営利性養老機関を

運営する民営非企業単位への出

資に対する認可を緩和する。 

5 「娯楽施設管理条例」 

第 6条 

外国投資者は中国投資者と共に中外合弁経営、中

外合作経営による娯楽施設を設立することができ

るが、外商独資で娯楽施設を設立してはならな

い。 

文化娯楽業の集まる特定の区域

を選択し、外資が娯楽施設を設

立することを認め、出資比率に

関する制限を設けない。 

6 「営業性演出管理条例」 

第 10条第 1項 外国投資者は中国投資者と共に、

中外合弁経営、中外合作経営の公演マネジメント

機関、興行場所を経営する主体を設立することが

できるが、中外合弁経営、中外合作経営又は外資

経営の文化芸術実演団体を設立してはならず、外

資経営の公演マネジメント機関と興行場所を経営

する主体を設立してはならない。 

文化娯楽業の集まる特定の区域

を選択し、外資が興行場所を経

営する主体を設立することを認

め、出資比率に関する制限を設

けない。 

文化娯楽業の集まる特定の区域

を選択し、外資独資公演マネジ

メント機関の設立を認め、全国

範囲内でサービス提供をするこ

とができる。 

7 「外商投資参入特別管理措置（ネガティブリス

ト）（2019 年版）」 

35、図書、新聞、雑誌、映像製品と電子出版物の

編集、出版、制作業務への投資を禁止する。 

音楽映像製品制作業務への外商

投資を認める（北京国家音楽産

業基地、中国北京出版創意産業

園区、北京国家デジタル出版基
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地における合作の展開に限り、

中国側は経営の主導権及びコン

テンツに関する最終審査権を保

有するものとする。）。 

 

（呉秀穎・中国法顧問） 

 

２．2020 年の祝日スケジュール 

中国では、例年、国務院から、翌年の祝日スケジュールが 12 月になって発表される。2020

年のスケジュールは、例年になく早く、11 月 21日付の通達で発表された119。 

中国では、「全国年間祝日及び記念日休暇弁法」120という法令で祝日が定められているが、

春節、端午節、中秋節といった旧暦に基づき毎年変動が生じる祝日があるほか、例えば春節の

祝日は 3 日間であるものの前後の週末に振替出勤日を置くことで休日を無理やりくっ付けて連

休を作るといった方式を取るため、具体的にいつが休みになるのかということが法令から一義

的には決まらない。そこで、毎年年末に国務院が翌年のカレンダーを発表することになる。 

2019 年における特記事項としては、3 月 22 日になって突如通達が出て121、5月 1 日の労働節

（本来は、5 月 1 日（水）のみが休み）について、4 月 28 日（日）と 5 月 5 日（日）を振替出

勤日としたうえで、5月 1日（水）から 4 日（土）までを 4連休としたことである。 

2020 年のカレンダーにおいては、予め国慶節が 5月 1 日（金）から 5 日（火）までの 5連休

になっている。ただ、祝日の日数は増やさないため、4 月 26日（日）と 5月 9日（土）を振替

出勤日としている。これにより、2007 年まで存在した「5 月のゴールデンウィーク」122が復活

するのではという噂もされている。 

元旦については、例年 3連休となることが多いが、2020年は 1 月 1日（水）の 1 日のみが休

みとなった。同じく週の真ん中に孤立していた 2019 年 5 月 1 日（水）の労働節については、

急遽前後の週末に振替出勤日を 2 つ作って無理やり 4 連休にしたことと比べると、中国では、

日本と異なり、元旦が祝日としてはそれほど重視されていないということがいえる。 

本稿では、毎年 12 月号恒例として、同じトピックを紹介しており、2020 年についても、次

頁の通り、法定休日（赤字：その日の出勤には 300％の割増賃金支払いを要する）、連休スケ

ジュール、日本の祝日が一目瞭然となるカレンダーに整理したので、ご活用されたい。 

なお、今年は、日本では、12 月 28 日（土）から 1 月 5 日（日）までの 9 連休となる事業所

が多いようである。中国では、春節が昨年よりさらに 1 週間早まり、1 月 24 日（金）から 30

日（木）の 7 連休となる。今年は、その間が 3 週間に満たない。日中間の業務においては、お

正月から春節までの期間が短いと、ただでさえ忙しい年末年始が、さらに過酷なスケジュール

となる。 

中国では、春節が極めて重視され、帰省して一家団欒する人や、学校の冬休み入り（春節の

1、2 週間前に始まる）から休みを取って家族旅行に出る人なども多い。また、伝統的には、

 
119 http://www.gov.cn/zhengce/content/2019-11/21/content_5454164.htm 
120 「全国年节及纪念日放假办法」(2014 年 1 月 1 日改正施行) 
121 http://www.xinhuanet.com/politics/2019-03/22/c_1124268795.htm 
122 「五一黄金周」という。当時は 7 連休であった。 
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旧暦 1 月 15 日の元宵節（祝日ではない）までが「お正月気分」となっているため、政府機関

や民間企業においても、春節の前後各 1 週間は、本格的な稼働とならないことが多い（対外的

には営業していても、決裁権者が不在という理由で業務が停滞する）。この期間に中国との大

型取引、中国での行政手続等をご計画される場合には十分な余裕を持っていただくことをお願

いしたい。 

＜2020 年中国祝日カレンダー＞ 

 全国民の祝日 休みのスケジュール 日本(参考) 

1 月 新年（1 月 1 日） 

春節（旧暦 1 月 1 日～3 日） 

【1月 25 日～27 日】 

1 月 1 日(水)  

1 月 24 日(金)～30 日(木) 7連休 

【振替出勤 1月 19 日(日)、2月 1 日(土)】 

1/1、1/13 

2 月 
  

2/11、2/24 

3 月   3/20 

4 月 清明節（清明当日） 

【4月 4 日】 

4 月 4 日(土)～6 日(月) 3連休 4/29 

 

5 月 労働節（5 月 1 日） 5 月 1 日(金)～5 日(火) 5連休 

【振替出勤 4月 26 日(日)、5月 9 日(土)】 

5/4-6 

6 月 端午節（旧暦 5 月 5日） 

【6月 25 日】 

6 月 25 日(木)～27 日(土) 3 連休 

【振替出勤 6月 28 日(日)】 
 

7 月   7/23-24 

8 月   8/10 

9 月   9/21-22 

10 月 中秋節・国慶節（10月 1日～

3 日） 

10 月 1 日(木)～8 日(木) 8 連休 

【振替出勤9月27日(日)、10月10日(土)】 

10/14 

11月   11/3、11/23 

12 月   
 

合計 年間 11日  年間 17日 

 ＜一部の国民にのみ適用がある祝日＞123 

祝日名 日付 対象者と期間 

婦女節 3 月 8日(日) 女性のみ半日休み 

青年節 5 月 4日(月) 14 歳以上の青年（28歳以下）は半日休み 

児童節 6 月 1日(月) 14 歳未満の少年児童は 1日休み 

建軍記念日 8 月 1日(土) 現役軍人は半日休み 

 

（山根基宏・弁護士） 
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123  一部の国民にのみ適用がある祝日は、全国民の祝日と異なり、土曜日、日曜日に当たる場合に、振替休日は

設けない（全国年間祝日及び記念日休暇弁法第 6 条）。また、その日に対象者が出勤した場合、通常の賃金を支

払えば足り、法定休日の割増賃金（300％）を支払う必要はない（上海市企業賃金支払弁法第 13 条第 5 項）。 
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